
　基本目標検証シートの見方と検証のポイント

単

単
単

単

○施策の体系と進捗度
施策１ 産業競争力の強化

進捗度

111 水産業連携強化促進プロジェクト Ｂ

112 おいしい「食」づくり力向上プロジェクト Ａ

113 持続可能な漁業推進プロジェクト Ｂ

114 港湾物流機能強化プロジェクト Ｂ

施策２ 新産業の創出と起業・第二創業支援

121 テレワーク導入促進プロジェクト Ａ

122 新分野進出促進プロジェクト Ｂ

123 出る杭育てるプロジェクト（起業家輩出プロジェクト） Ａ

施策３ 地域産業人材の育成とキャリア教育の推進

131 地域産業人材育成強化プロジェクト Ｂ

132 スマートキャリア構築プロジェクト Ｂ

⇒

＜基本目標１の検証シート＞

評
価
結
果

（
内
部
評
価

）

基
本
目
標
・
施
策
の
総
括
と

今
後
の
方
向
性

＜　総　括　＞ ＜今後の方向性＞
３施策９プロジェクトを実施し、しごとをつくり、安心して働けるよ
うにするための各種取組を推進した。
・施策１「産業競争力の強化」については、重要業績評価指標におけ
る市内総生産の推移から、東日本大震災の復旧・復興に伴う地域経済
の好況は、平成26年～平成27年をピークを迎え、特に市内経済を牽引
した建設業等の減少が大きな要因となっている。また、基盤産業（水
産・食産業及び港湾関連産業）についても、復興需要の収束や人口減
少、経済のグローバル化の進展など取り巻く環境の変化により厳しい
状況となっており、目標値は達成しているものの、産業の競争力の維
持・強化が課題である。
・施策２「新産業の創出と起業・第二創業支援」については、重要業
績評価指標における起業・創業件数は減少傾向にあるものの、５年間
平均では１年に36件と一定の成果は見られるが、業種間連携や域内連
携の推進、起業・第二創業の支援の取組のほか、情報関連産業や農林
業の成長産業化の取組を継続するとともに、Society5.0の実現に向け
た技術の活用などを視野に入れた取組を推進する必要がある。
・施策３「地域産業人材の育成とキャリア教育の推進」については、
重要業績評価指標における職業訓練等受講者数は、減少傾向が続き、
５年間平均でも１年に104人と目標値の６割程度にとどまっている。ま
た、進学や就職で当市を離れた若者等が、再び戻ってくる割合が低い
ことから、中高生の段階から当市の仕事に触れる機会を増やしなが
ら、新規高卒就職者の地元定着やＵターン就業への支援のほか、女
性、高齢者など多様な人材の就業支援とともにテレワークの普及な
ど、新たな働き方の実践を促進する必要がある。

・大船渡市魚市場を中心に水産流通加工業との連携による水揚増強対
策の推進、新たな養殖等の導入可能性の検討や加工原魚等の確保に向
けた取組を強化する。
・担い手の確保・育成等に係る支援活動の展開とともに、漁業経営者
や水産関連企業の就業者確保に伴う宿舎整備などの支援、水産関連人
材の確保を図る。
・業務の省力化や自動化等の取組の支援とともに、域内連携による商
品の高付加価値化を促進しながら、地域ブランド化の構築等を推進す
る。
・様々な産業分野の起業家等による交流の場を設けながら、関係機関
と連携した支援を行うほか、経営や事業創造を学ぶ機会の提供など、
起業や第二創業の土壌づくりに取り組む。
・商品開発や新事業への新たな取組の支援、大船渡ふるさと交流セン
ター・三陸ＳＵＮを拠点とした首都圏への新たな販路開拓の仕組みを
構築する。
・生産者や関連企業・事業所との連携体制の構築、農林業の成長産業
化など新たな分野の産業創出を図り、地域経済の好循環を生み出す仕
組みづくりに取り組む。
・大船渡市ふるさとテレワークセンターを拠点として、小中高生や一
般を対象に地域ＩＴ人材の育成、情報関連企業の集積、ＩＴを活用し
た女性等の就業の場を確保する。
・地元ＩＴ企業等と連携し、中小企業の業務の効率化や高度化、農林
水産業のIoT化などに向けたIT活用の取組の支援、Society5.0を支える
テクノロジーの導入等による地域課題解決型ビジネスの創出を支援す
る。
・ＳＤＧｓの実現に資する取組について、様々な機会を捉えて情報提
供を行いながら、取り組む事業者を支援する。
・新規高卒就職者の定着化、地元企業の仕事を知る機会を提供するた
め、中高校生を対象に職場体験を含むキャリア教育を実施する。
・関係機関・団体等と連携した就職フェア等での情報発信や地元企業
への就職支援、就職後のフォローアップなど、若年層・壮年層の地元
定着化に取り組む。
・ジョブカフェ気仙での職業相談、気仙高等職業訓練校が実施する認
定職業訓練や求職者訓練など、様々な機会を捉えて仕事に対する意欲
や職業能力の向上を促進する。
・テレワーク等の時間や場所を選ばない働き方が浸透しつつある中
で、プログラミングなどITスキルの習得機会の提供や、新しい働き方
を普及させることで二地域居住につなげるなど、短期移住者を増やす
取組を実施する。

進
捗
度

Ｂ
進
捗
度
の
理
由

産業競争力の強化については、復興需要等に下支えされた市内経済の好況により、計画期間内における重要業績評価指標
は達成しているものの、復興需要の収束や現象減少等により減少傾向にあることから、臨海型産業の誘致やＩＬＣ誘致活
動など更なる取組の強化が必要である。
新産業の創出と起業・第二創業支援及び地域産業人材の育成とキャリア教育の推進については、一定の成果はあったもの
の、計画期間内における重要業績評価指標は達成していないことから、一層の起業・第二創業支援や人材育成の取組を充
実・強化する必要がある。

112 148 115 68 75 44.1
39 31 29 26 65.0

④ 職業訓練等受講者数 人 170 144
③ 起業・創業件数 件 40 59 55

42,682 40,587 42,256 36,039 39,223 121.1
205,418 207,857 187,378 170,532 102.4

② 基盤産業総生産 百万円 32,392 30,211
① 市内総生産 百万円 166,567 166,152 193,461

達成率
(対R01)H26 H27 H28 H29 H30 R01

資料1-2 

重要業績評価指標 単位
目標値
（R01）

基準値 実績値（計画期間）

　　　　　総合戦略基本目標検証シート（平成27～令和元年度実績を踏まえて）

基本目標 １　大船渡にしごとをつくり、安心して働けるようにする

計
画
内
容

　進学や就職で当市を離れた若者などが、その後、再び戻ってくる割合が一貫して低い状況が続いている。この背景には、地元に魅力ある職種が少な
いこと、当市に居住しながら勤務できる企業が十分に立地していないこと、さらには、豊かな農林水産資源の高付加価値化等への活用が不十分である
ことなどがあると推測される。
　当市では、人口減少に一定の歯止めをかけ、持続可能な地域づくりを推進するため、「しごと」をつくり、働く場の確保や働きたい場の創出を図る
ことが第一であり、産業振興による新たな雇用の創出をはじめ、農林水産業の高付加価値化、起業・第二創業の促進、女性や高齢者等の効果的な活
用、さらには産業人材の育成や職業訓練の推進などにより、大船渡でしごとをつくり、誰もが安心して働けるようにする。
　こうした取組を継続しながら、市外から人を呼び込む流れを生み出し、「しごと」と「ひと」の好循環へとつなげ、持続可能な「まち」の構築を
図っていく。

※①②の数値は、当該年度で把握した数値であり、２年前の実績値である。

総合戦略における基本目標の計画内容について、

そのまま転記しています。

重要業績評価指標に関する数値等を記載しています。「実績値」は、単年度で捉えるものと累計で捉えるものの２

種類あります。「達成率」は目標値（R01）に対する直近（R01）の実績値の達成割合を算出したものです。

これらにより、基本目標の計画内容がどの程度進捗しているか等がわかります。

取組の状況や指標の達成度、進捗状況等を踏まえ、総

括を整理しています。赤字は主な修正箇所です。

左の総括を踏まえた今後の方向性を記載しています。事後評価

として「今後の方向性が妥当であるか等」を検証します。

左の進捗度に至った理由について記載しています。事後評

価として「この理由が妥当であるか等」を検証します。

※赤字は、昨年度の記載内容を加除修正した箇所です。

取組の状況や総括等を踏まえた結論としての進捗度を記載しています。

事後評価として「この進捗度が妥当であるか等」を検証します。

※説明書きがない場合は、進捗度は昨年度と同様です。
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　プロジェクト検証シートの見方と検証のポイント

単

単
単

①地方創生推進事業（ローカル10,000）【再掲】 【25,000千円】 ⑦大船渡魚市場水揚増強対策事業 【3,433千円】

②物産販路拡大事業 【1,918千円】 ⑧地域基幹産業人材確保支援事業 【33,075千円】

③企業立地推進事業 【23,272千円】 ⑨水産業振興・情報発信事業 【471千円】

④産学官連携交流促進支援事業 【6,643千円】 ⑩高度衛生品質管理地域づくり事業 【0千円】

⑤雇用促進奨励支援事業 【4,848千円】 ⑪ 【12,000千円】
⑥起業支援事業【再掲】 【10,619千円】

【既存取組の拡充・見直し等】

達成率
(対R01)H28

　　　　　総合戦略プロジェクト検証シート（平成27～令和元年度実績を踏まえて）

プロジェクト名 111　水産業連携強化促進プロジェクト

計
画
内
容

手
段
・
意
図

水産業に係る生産、加工、流通の連携強化
による稼ぐ力（域外から収益を得る力）の
強化により、

水産業に係る生産、加工、流通の連携強化
による稼ぐ力（域外から収益を得る力）の
強化により、

目
的

人材不足解消に向けた機械化による業務省
力化の推進する。

・域内調達率の向上を促進する。
・他業種との連携を強化する。
・地域ブランド化の構築等を推進する。

H26 H27 H29 H30 R01
① 大船渡市魚市場水揚高 百万円 7,200 7,042 6,107

重要業績評価指標 単位
目標値
（R01）

関
連
す
る

事
務
事
業

「
計
画
具
現
化

」
や

「
指
標
達
成

」
に
向
け
た
取
組
状
況
等

取
組
の
実
績

（
H
2
7
～

）

② 大船渡市魚市場水揚量 ｔ 60,000 52,861 41,799

関係課
産業政策室、観光推進室、企業立地港湾課、商工課、水産課

    【新たな取組等】

　※【　】内の数値は、令和元年度事業費(決算額）である。

#VALUE!226 204 確認中113 138 156

R
１
年
度
の
変
化

・令和元年度は、廻来船等の誘致のため船主等への訪問87件（誘致活動参加者数55人）を行った結果、大船渡魚市場水揚高の33.1％を
県外船籍が占め、平成30年度より0.2％増加した。〔⑦〕

・令和元年度に地域経済循環創造事業交付金を活用し、新規事業としてナマコの機能性成分を活用した口腔ケア食品の製造を行う水産
加工業者１社の工場建屋の増築及び成分分析等の整備の支援を行った。

・人材不足の解消を図るため、既存の事業主に対する雇用奨励金制度から、新規学卒者等に対する就職奨励金制度を新たに創設した。
〔⑤〕

⇒
・未利用・低利用資源の探索及び域内取引マッチングの推進、
産学官での商品開発及び販路開拓の推進

・水産系未利用・低利用資源の活用促進

・令和元年度に市場関係者等へ岩手県高度衛生品質管理地域認定ＰＲポスターを配布して周知を図った。

・ＵＩＪターン者、女性、障がい者、再雇用等の促進
・ＡＩ・ＩｏＴ等の活用による業務の省力化

⇒

・北里大学との共同研究については、生物学的視点での基礎研究を含む研究のため早期に成果が出にくいが、継続することにより、
生体の解明が進み、生産技術の開発や商品化及び地域ブランド化推進につなげていくことを考えている。

宿舎等の新築、改築、購入費用の一部補助等により水産加工業の外国人労働者の雇用環境の改善により人材確保に
寄与している。
また、県内の市では、唯一岩手県高度衛生品質管理地域の認定を受けており、今後、ＨＡＣＣＰ等の導入促進を図
り、地域全体として魅力ある水産加工業のブランド化の促進に向け、業界全体の動きになるよう促す必要がある。

③ 食料品製造出荷額（水産加工品） 億円 128

評
　
価
　
結
　
果
　

（
内
部
評
価

）

上
記
取
組
に
よ
る

「
成
果

」

（
指
標
の
状
況
分
析
含
む

）

課
題
と
今
後

の
方
向
性
等

＜　課　題　＞ ＜今後の方向性＞

・労働力の安定的な確保

進
捗
度
Ｂ

進
捗
度
の

理
由

・加工原魚の確保

⇒

⇒
・永続的な水産資源の安定確保に向けた施策の充実の国等への
働き掛け
・漁船誘致の継続・拡大を実施し、更なる水揚増強の推進

・漁船誘致を継続することにより、大船渡市の水揚げに貢献している。
・水産加工業者７事業者が宿舎を整備し、平成27年から令和元年まで延べ66人の新規雇用があった。
・岩手大学との共同研究で取り組んでいる作業工程の省力化等については、継続して研究を重ねることにより、本格的な導入につな
がるものと考えている。

・地域経済循環創造事業交付金を活用し、地域金融機関と共同して水産加工等の工場整備を支援するとともに、原料確保に係る取引拡
充に向けた取組を検討した。〔①〕
・大船渡ふるさと交流センター「三陸ＳＵＮ」において、首都圏での生鮮水産物の店頭及び企業向けでの販売を実施し、販路を開拓し
た。〔⑪〕

　※〔　〕内の数値は、関連する事務事業である。

・平成30年度はシビックテック大船渡において、水産加工場における動線効率化の課題検討を行った（試作までは至っていない）。

・令和元年度分として、２事務所が宿舎を整備し、新規雇用者を31名雇用した。〔⑧〕
・平成30年度から就職奨励金の交付対象である新規学卒者の範囲に、中学校、高等学校、特別支援学校の卒業者を追加拡充した。

・大船渡市水産振興会と連携して、令和元年度まで訪問件数延べ467件、誘致活動参加者数延べ182人が廻来船等の誘致により水揚増強
を図った。〔⑦〕
・水産加工業の人手不足対策として、宿舎等の建設費用の一部を補助し、平成27年度から令和元年度まで延べ66人を新規雇用（全て外
国人）した。〔⑧〕

  ※平成29年度実績12件(うち水産加工業０件）から、平成30年度実績84件(うち水産加工業３件(すべて新卒者)）及び令和元年度実績
80件（うち水産加工業２件、新卒者１名、Ｕターン者１名）

資料1-3 

ふるさと交流センター維持管理業務

・岩手大学、北里大学と市内事業者の共同研究に対して、補助金を交付した。採択件数26件、補助金額29,836千円（平成27年度～令和
元年度）〔④〕

・平成29年８月１日付けで、大船渡産水産物の魅力発信等を行う地域おこし協力隊隊員１人を委嘱したが、令和元年６月30日付で自己
都合により退職。〔⑨〕
・平成28年４月12日一般社団法人大日本水産会より優良衛生品質管理市場・漁港認定を受け、平成31年３月18日岩手県高度衛生品質管
理地域として認定された。〔⑩〕

75.05,694 6,979 6,502 5,397
36,076 37,605 43,393 35,935 59.9

基準値 実績値（計画期間）

※③の数値は、当該年度で把握した数値であり、２年前の実績値である。

総合戦略におけるプロジェクトの計画内容について、手段・

意図や目的ごとに区分しながら、そのまま転記しています。

重要業績評価指標に関する数値等を記載しています。「実績値」は、単年度で捉えるものと累計で捉えるものの２種類

あります。「達成率」は目標値（R01）に対する直近（R01）の実績値の達成割合を算出したものです。

これらにより、プロジェクトの計画内容がどの程度進捗しているか等がわかります。

「計画内容の具現化」や「指標達成」に向けた平成27年度からの取組の状況を記載しています。

※赤字は、昨年度の記載内容を加除修正した箇所です。

令和元年度内において、「計画内容の具現化」や「指標達成」に向けた新

たな取組や既存取組の拡充・見直し等について、それぞれに区分けして赤

字で新たに記載しています。

平成27度からの取組に係る「成果」を赤字で新たに記載しています。

取組の状況や成果等を踏まえた上での課題を整理しています。

事後評価として「この課題が妥当であるか、追加項目がないか

等」を検証します。※赤字は加除修正した箇所です。

左の課題に対する改善策や方策等について、今後の方向性と

して記載しています。事後評価として「今後の方向性が妥当

であるか等」を検証します。※赤字は加除修正した箇所です。

取組の状況や成果等を踏まえた結論としての進捗度を記載しています。

事後評価として「この進捗度が妥当であるか等」を検証します。

※説明書きがない場合は、進捗度は昨年度と同様です。

左の進捗度に至った理由について記載しています。事後評価として

「この理由が妥当であるか等」を検証します。

※赤字は、昨年度の記載内容を加除修正した箇所です。
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